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は じ め に

本報告書は PFI/PPP 推進協議会のリスク・契約研究部会が平成 27 年度に実施した調査研究活

動成果を中心に平成 28 年 6 月末時点までの PFI を巡る動向等を取り纏めたものです。

PFI 事業については、本年度に実施方針が公表された 43 件を含め、平成 28 年 3 月末までに

615 件（断念した事業を含む）の事業が公募・実施されており、確実に定着、進展しています。

しかし、その一方で、入札制度、審査方法及び運営段階等における課題も浮き彫りにされてき

ており、これら課題の解決にむけ、内閣府 PFI 推進委員会をはじめとする各関係省庁及び各民間

関連団体等において議論・検討が引き続き行われています。

平成 26 年 6 月には、新成長戦略（改訂）の内容を受け、「PPP/PFI の抜本改革に向けたアクシ

ョンプランに係る集中強化期間の取扱い」のなかで、今後 3 年間をコンセッション事業の集中実

施期間とする施策が公表されました。さらに、平成 28 年 5 月には「PPP/PFI 推進アクションプ

ラン」が公表され、平成 25 年度から平成 34 年度の 10 年間で 21 兆円の事業規模目標が再設定さ

れました。

上記の動向の中で平成 26 年 4 月には国管理空港等を対象とした仙台空港特定運営事業等実施

方針が公表、平成 27 年 9 月に優先交渉権者が選定され、また関西国際空港及び大阪国際空港特

定空港運営事業も平成 26 年 7 月に実施方針公表、平成 27 年 11 月に優先交渉権者の選定がされ

ました。また、道路分野においても平成 27 年 10 月に愛知県有料道路運営等事業の実施方針が公

表、平成 28 年 6 月に優先交渉権者が選定され、現在までにインフラ分野でのコンセッション事

業は３件となりました。

本年度、当リスク・契約研究部会では 3 回の部会を開催し、国土交通省による PPP/PFI 推進

の取組みや PPP/PFI 推進アクションプランについて議論を行いました。また、PPP/PFI 実施事

例調査として民間事業者が管理・運営する軽井沢白糸ハイランドウェイ及び上田市・佐久市周辺

の駅の道の現地視察調査を実施しました。過年度より継続実施している PFI 事業案件調査につい

ては、データの更新、追加、結果の分析を行いました。

これらの活動成果が、PFI 事業に対する理解を深め、PFI/PPP 事業の健全な発展、普及に貢献

できれば幸いです。

平成 28 年 7 月

PFI/PPP 推進協議会

リスク・契約研究部会長
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第 1 章 PFI 関連制度等の整備 

 

本章では、平成 27 年度及び平成 28 年度（6 月末時点まで）を中心とした PFI/PPP を巡る政策

施策、事業実施等について整理する。 

 

 

１－１．「PPP/PFI 推進アクションプラン」の公表 

 

 平成 25 年 6 月 6 日に「PPP/PFI の抜本改革に向けたアクションプラン」、平成 26 年 6 月 16

日に「PPP/PFI の抜本改革に向けたアクションプランに係る集中強化期間の取組方針」を定め、

平成 25 年度～平成 34 年度までに 10～12 兆円の事業規模目的を達成するため、コンセッション

事業を重点分野とし、取組み強化を図ってきた。 

 これら取組みに加え、新たな事業規模目標を設定し、新たな分野へのコンセッション事業の活

用拡大を図るべく、平成 28 年 5 月 18 日に「PPP/PFI 推進アクションプラン」を公表した。概要

は以下の通りである。 

（１）推進のための施策 

 １）実効性のある優先的検討の推進 

   地方公共団体等が PPP/PFI 手法導入を優先的に検討できるよう、各省庁によって以下の通

り具体的な取組みを挙げている。 

  ○平成 28 年度末までに、人口 20 万人以上の全ての地方公共団体等に優先的検討規定を策定 

  ○平成 28 年度末までに、地方公共団体が上下水道の重点分野の優先的検討規定を定める場合

に参考となるべきガイドラインを策定 

  ○平成 28 年度末までに、下水道及び都市公園の交付金の実施等には PPP/PFI 導入検討を要

件化 等 

 ２）地域プラットフォームを通じた案件形成の推進 

   地域における新たなビジネス機会の創出のため、地域プラットフォームの形成を推進し、

官民対話を促進させるための取組みを挙げている。 

  ○平成 30 年度末までに、人口 20 万人以上の地方公共団体を中心に全国で地域プラットフォ

ームを 47 以上形成 

  ○平成 28 年度末までに、地域プラットフォームを案件形成につながる継続的な運営へとシフ

ト 

 ３）民間提案の積極的活用 

   民間提案を活用するため、民間の負担の軽減、応答義務と結果通知等を図るための取組み

を挙げている。 

  ○平成 29 年度までに、民間提案活用指針を策定 

（２）集中取組み方針 

   コンセッション事業を集中して推進するため、具体的に以下の通り重点分野を定めている。 

  ○空港：平成 26 年度から平成 28 年度までに 6 件 

  ○水道：平成 26 年度から平成 28 年度までに 6 件 
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  ○下水道：平成 26 年度から平成 28 年度までに 6 件

  ○道路：平成 26 年度から平成 28 年度までに 1 件

  ○文教施設：平成 28 年度から平成 30 年度までに 3 件（スポーツ施設、社会教育施設、文化

施設）

  ○公営住宅：平成 28 年度から平成 30 年度までに 6 件（収益型事業、公的不動産利活用事業

含む）

（３）事業規模目標

   平成 25 年度から平成 34 年度の 10 年間で事業規模目標を 21 兆円と設定している。ここで

いう「事業規模」とは「民間事業者の総収入」という位置づけである。

  ○コンセッション事業：事業規模 7 兆円

  ○収益型事業：事業規模 5 兆円

  ○公的不動産事業：事業規模 4 兆円

  ○その他事業（サービス購入型等）：事業規模 5 兆円

図 1-1-1 PPP/PFI 推進アクションプラン（概要）（出典：内閣府 HP）
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１－２．PFI/PPP 推進タクスフォースの開催について

平成 25 年 6 月に公表された「経済財政運営と改革の基本方針」（通称「骨太の方針」）から、民

間投資やビジネス機会の拡大に繋がる PPP/PFI の推進を図ってきたが、平成 28 年 1 月 19 日に

PPP/PFI 推進の課題解決等に各府省が取り組むため、PPP/PFI 推進タスクフォースを設置した

（タスクフォースの構成は、下図の通り）。

平成 28 年 1 月 28 日に第 1 回の会合が行われ、タクスフォースの進め方、PPP/PFI 推進に向け

た各府省の取り組み状況、空港・水道分野のコンセッション事業の進捗状況、各府省による

PPP/PFI の議論状況が確認された。

当面の取組みとしては、PPP/PFI 推進アクションプランに記載のあるコンセッション事業を具

体化し、その他個別案件の課題を解決していくことになる。

図 1-2-1 PPP/PFI 推進タスクフォース構成図（出典：内閣府 HP）
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１－３．PPP/PFI 推進支援体制

（１）内閣府による PPP/PFI 推進に関する支援

   内閣府は PPP/PFI の推進のため、地方公共団体に対し継続的に支援を実施している。昨年

度までの「地域プラットフォーム形成支援」「新規案件形成支援」「PPP/PFI 専門家派遣」「ワ

ンストップ窓口」に加え、平成 28 年度は新たに「優先的検討運営支援」「高度専門家による

課題検討支援」が追加され、事業構想段階から事業化検討までの各段階での支援を行ってい

る。新たな支援については、以下の通りである。

なお、平成 27 年度募集結果（第 1 次、第 2 次）については、昨年度報告書にて記載した

ため、本報告書では記載しない。なお、平成 28 年度第 1 次募集結果については、平成 28 年

度 6 月末現在で公表されていない。

図 1-3-1 内閣府による PPP/PFI 推進支援措置（出典：内閣府 HP）

１）優先的検討運営支援

  a)支援目的

   地方公共団体における優先的検討について規定の策定を含む運営の初期段階を支援するこ

とで、PPP/PFI 手法による事業実施を目指す。

  b)支援対象

   優先的検討を開始する具体の事業がある地方公共団体

  c)応募条件
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   ・公共施設等総合管理計画を策定済みもしくはそれに準ずる施設整備に関する計画が策定

済みであること。

   ・優先的検討規定を策定済み又は平成 28 年度末までに策定予定であること。

  d)支援内容

   支援期間は 3 ヶ月程度とし、以下について実施し基本構想、基本計画策定以前における

PPP/PFI 手法活用の検討を支援。

   ・類似事業における PPP/PFI 導入効果及び特徴の整理

   ・当該事業の実現性の整理

   ・事業実施に向けたスケジュール策定及び検討項目の整理

２）高度専門家による課題検討支援

  a)支援目的

   コンセッション事業等で必要となる専門的な検討に対し、法律、会計、税務、金融等の専

門家チームを派遣し、アドバイスを提供する。

  b)支援対象

   コンセッション事業を検討する地方公共団体等

  c)支援内容

   コンセッション事業は前例が少ないため、専門家チームを派遣しアドバイスを提供する。

（２）国土交通省による PPP/PFI 推進に関する支援

  国土交通省は、PPP/PFI 推進アクションプラン（平成 28 年 5 月 18 日民間資金等活用事業

推進会議決定）等を踏まえ、社会資本の整備・維持更新を的確に進めるため、官民連携事業

の導入等を目的とした調査・検討に要する地方公共団体等の調査委託費への助成を実施して

いる。地方公共団体等に対する支援は、官民連携事業の導入調査を助成する「先導的官民連

携支援事業」、震災復興に関連する官民連携事業の導入調査費を助成する「震災復興官民連携

支援事業」に種別している。なお、平成 27 年度募集結果（第 1 次、第 2 次）に関しては、

昨年度の報告書にて記載したため、本報告書では平成 28 年度第 1 次募集結果のみ記載する。

   また、平成 27 年度より国土交通省は、PPP/PFI に関する情報・ノウハウの共有・習得、

関係者間の連携強化、具体的な案件形成を図るための産官学金の協議の場として、全国を９

つのブロックに分け「地方ブロックプラットフォーム」を設置している。さらにブロックご

とにモデル事業を選定して、自治体単位の地域プラットフォームを設置し、具体案件の発掘・

形成を支援している。平成 28 年度（平成平成 28 年 5 月 20 日付）は、以下の 12 地域の支援

を決定しているが、さらに年度内に 8 地域程度を選定する予定である。

１）先導的官民連携支援事業

  a)趣旨

    地方公共団体等に対し、官民連携事業の導入や実施に向けた検討・準備業務に要する調

査委託費を助成することにより、先導的な官民連携事業の案件形成を促進する。

  b)募集対象
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    官民連携事業（民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して公共施設等の整備・維

持管理等を行う事業）を実施しようとする地方公共団体等（公共施設等の管理者である地

方公共団体または公共施設等の整備等を行う独立行政法人、公共法人）

  c)募集する案件

    国土交通省の所管する事業であって、対象施設の種類、事業規模、事業類型、事業方式

等の面で先導的な官民連携事業の導入や実施に向けた検討・準備業務のための調査のうち、

以下のⅠ～Ⅶの７つの類型（官民連携事業の類型）のいずれかに該当する官民連携事業の

導入を検討するもの。

   Ⅰ．公共施設等運営事業型

   Ⅱ．収益施設併設・活用型

   Ⅲ．公的不動産利活用型

   Ⅳ．エリア開発推進型

   Ⅴ．包括マネジメント型

   Ⅵ．官民インフラファンド活用型

   Ⅶ．その他の先導的事業

  d)補助内容

官民連携事業の検討のために、コンサルタント等の専門家に調査や検討を依頼する経費。

  e)選定結果

   第 1 次募集（募集期間：平成 28 年 3 月 2 日～4 月 13 日）

   第 1 次募集結果（結果公表：平成 28 年 5 月 27 日）は、下表のとおり。

     

     表 1-3-1 平成 28 年度先導的官民連携支援事業 補助対象案件（第 1 次募集）

    【事業手法検討支援型】

応募者 事業名 交付予定額(千円)

1 むつ市

（青森県）

旧鉄道駅跡地等を活用した健康医療福祉のまちづくりに資す

る面的整備に向けた官民連携事業調査
13,000

2 中山町

（山形県）

公共施設における選択と集中・再配置のための官民連携調査

事業
19,980

3 湯河原町

（神奈川都）
湯河原温泉場の地域資源の再生・活用検討調査 13,000

4 春日井市

（愛知県）
高蔵寺駅北口における官民連携街区再生検討調査 6,600

5 湖南市

（滋賀県）
湖南市内陸型国際総合物流ターミナル事業手法等検討調査 13,000

6 東大阪市

（大阪府）
官民連携による花園中央公園等の管理運営手法検討調査 13,000

7 神戸市

（兵庫県）
宇治川ポンプ場（雨水）改築に係る民活導入可能性調査 10,000

8 奈良市

（奈良県）

小規模上下水道施設における公共施設等運営権事業に係る調

査
13,800

9 桜井市

（奈良県）

官民連携手法による再開発ビル及び周辺エリアの一体的な再

整備事業調査
13,000

10 葛城市 葛城市新町スポーツゾーン事業における PFI事業手法検討等 19,980
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（奈良県） 委託

11 和歌山県 南紀白浜空港民間事業等活用推進調査 20,000

12 美咲町

（岡山県）
健康、生涯学習、食による「黄福」創生拠点整備事業調査 12,000

13 広島市

（広島県）
広島の玄関「エキキタ」における官民連携事業の導入調査 13,000

14 築上町

（福岡県）
椎田駅周辺の日本版 LABV によるエリアマネジメント調査 13,000

13 小城市

（佐賀県）
総合公演及びアイル資源活用事業検討調査 9,000

14 杵築市

（大分県）

小さな拠点を支える包括的施設管理・機能強化に向けた官民

連携手法導入調査
13,000

    【情報整備支援型】

応募者 事業名 交付予定額(千円)

1 旭川市

（北海道）
旭川空港における運営効率化の促進に向けた情報整備調査 20,000

2 帯広市

（北海道）
帯広空港管理運営等調査 20,000

3 三浦市

（神奈川県）
三浦市公共下水道事業コンセッション推進に向けた調査 20,000

２）震災復興官民連携支援事業

  a)趣旨

    震災復興に係る官民連携事業を実施しようとする地方公共団体等に対し、官民連携事業

の導入や実施に向けた検討・準備業務に要する調査委託費を助成することにより、震災復

興に係る官民連携事業の案件形成を促進する。

  b)募集対象

    震災復興に係る官民連携事業（民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して震災復

興を行う事業）を実施しようとする、東日本大震災復興特別区域法の対象区域内の地方公

共団体等（公共施設等の管理者である地方公共団体または公共施設等の整備等を行う独立

行政法人、公共法人）

  c)募集する案件

   国土交通省の所管する事業であり、震災復興に係る官民連携事業の導入や実施に向けた

検討・準備業務のための調査。

  d)補助内容

    震災復興に係る官民連携事業の検討のために、コンサルタント等の専門家に調査や検討

を依頼する経費。

  e)選定結果

    第 1 次募集（募集期間：平成 28 年 3 月 2 日～4 月 13 日）

    第 1 次募集結果（結果公表：平成 28 年 6 月 3 日）は、下表のとおり。
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    表 1-3-2 平成 28 年度震災復興官民連携支援事業 補助対象案件（第 1 次募集）

   応募者 事業名 交付予定額(千円)

1 八幡平市

（岩手県）

観光・アメニティ施設と民間遊休不動産の包括的な改修・運

営権に関する官民連携手法調査
16,200

2 山田町

（岩手県）
震災復興型賑わい創出推進組織に係る検討・調査 17,400

3 田村市

（福島県）

市民交流の場となる公共交通拠点整備事業に係る官民連携の

導入可能性調査
19,600

   

３）地域プラットフォーム支援

   平成 28 年度の地域プラットフォームの支援地域は以下の通りである。

表 1-3-3 地域プラットフォームの支援地域

自治体 事業名

1 帯広市

（北海道）
空港管理運営の効率化について

2 北上市

（岩手県）
まちづくり（都市拠点先導地区形成事業）について

3 宮城県 公共施設の管理の効率化等について

4 川崎市

（神奈川県）
まちづくり（水素エネルギーを活用した地域防災力の向上）について

5

志太３市

（島田市

藤枝市

焼津市）

公共施設の集約・再編の検討、施設相互利用の推進および管理の効率化

等について

6 名古屋市

（愛知県）
まちづくり（リニア開業を見据えた都市のまちづくり）について

7 京都市

（京都府）
まちづくり（ニュータウンにおける団地再生・ストック活用の推進）

8 箕面市

（大阪府）
まちづくり（大阪大工箕面キャンパス移転プロジェクト）

9 倉敷市

（岡山県）
観光交流施設（6 次産業施設の併設等）について

10 福山市

（広島市）
福山市市営競馬跡地（公園等）の管理運営について

11 高松市

（香川県）
まちづくり（観光関連施設等の再生）について

12 福岡市

（福岡県）
公園の民間活用可能性の検討について
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第 2 章 実施中 PFI 事業の調査と分析

基本方針公表以降、本報告書とりまとめ時点までに実施方針が公表された国、地方自治体等の PFI
事業を対象に事業内容、公募状況、結果等の整理、分析を行った。

２－１．調査対象事業と調査概要

（１）調査対象事業

平成 12 年（2000 年）３月の基本方針公表以降、平成 28 年（2016 年）３月までに公表された

PFI 事業 615 事業を対象とした。

表 2-1-1 に今回調査対象とした PFI 事業を示す。また、表 2-1-1 以降は事業名称については省

略表記しているため、正式事業名称については表 2-1-1 を参照のこととする。

（２）調査方法

調査は、内閣府 PFI 推進室ホームページ、当該事業実施主体である国、地方自治体等のホーム

ページに掲載、公表された資料をベースとした。

調査は、平成 28 年３月 31 日までに実施方針が公表された事業を対象としている。

なお、契約締結時に変更された契約等の内容は、本調査において追跡調査を行っていない。

（３）調査項目

個別事業の調査票は事業概要及びリスク分担表である。

調査票への記入結果として「千葉市消費生活センター・計量検査所複合施設事業」を表 2-1-2
に例示する。表 2-1-2 のうち、表 2-1-2（1）（2）が事業概要、表 2-1-2（3）がリスク分担表であ

る。なお、事業概要は、各事業の実施方針、特定事業の選定資料、公募要項、事業者選定結果等

から事業内容を整理している。また、リスク分担表は、原則として実施方針に添付のものを、そ

のまま EXCEL データ化しているが、リスク分担表のない事業は、関連事項、基本的考え方等を

示す。

主要な調査項目、集計、分類等に際して、以下を補足する。

  

①公共側アドバイザー

○アドバイザー選定方式

当該事業の公共側のアドバイザーの選定方式については公表されていないが、ホームペ

ージ等でわかる範囲で記載。

②事業内容

○事業概要

詳細の事業内容と合せて、PFI 事業者が実施する設計、建設、管理、運営の大枠範囲を

記載した。公共側で実施設計済み案件については、ＶＥ、建設、維持管理、運営等とした。

○事業期間

実施方針、特定事業選定、入札説明書及び審査結果公表にて、明記されている年数、開

始日、終了日を記載した。さらに、開始日については、「事業契約締結日」「施設引渡日」
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「運営開始日」などを明示した。

○事業期間終了時の措置

特に BOT 事業の場合、有償譲渡／無償譲渡を記載した。また、事業継続に関する協議

項目、公共側の考えの明示がある場合も記載した。

○土地

土地が行政財産か普通財産かの区別を記入し、公共用地のみではなく、事業に民間地権

者用地等がある場合も記入した。

○施設所有

公共施設部分について、BOT 方式か BTO 方式かを記載した。なお、BOT 方式、BOO
方式の区別について、当初から事業継続が前提となっているものの他は BOT 方式と記載

した。

○民間施設

民間施設の有無、所有形態、施設形態（合築であるか）、施設用途を記載した。

○PFI 事業のタイプ

実施方針に明記されている事業形態を記載し、明記されていない場合は、PFI 事業者の

収入により判断した。なお、主たる事業についてのみを対象とし、売店、レストラン等の

付帯施設については対象外とした。

サービス購入型：公共からのサービス対価等による収入及び補助金の交付

独立採算型：施設利用者からの利用料の徴収等による収入

ジョイントベンチャー（ＪＶ）型：サービス購入＋独立採算

サービス購入＋独立採算＋補助金

独立採算＋補助金

○事業者選定方式

（総合評価）一般競争入札／公募型プロポーザル方式の区別を記載した。

また、応募段階については、事業内容に係わる提案の有無により判断した。（資格審査

のみの一次審査の場合は１段階提案とする）

○事業実施スケジュール

現時点の段階については●を、経過については○を記載した。また、予定については実

施方針段階での当初予定を、実施については実際の公募スケジュールの進捗状況を記載し

ている。

○応募条件、事業会社要件について

参加資格の特記、ＳＰＣの設立条件等特記がある場合記載した。

③VFM評価

○VFM評価の考え方

財政負担額の定量評価の有無、及び想定事業ケース等について記載した。

○リスク調整の考え方

定量化の有無、及び想定事業ケース等について記載した。

○VFM評価

・特定事業

特定事業選定段階での公表値（金額、比率等）を記載した。また、民間施設等の有無等
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によるケース分けがある場合も記載した。

・事業者選定段階での VFM等

公募審査結果公表資料に基づき、提案価格（入札額）、契約金額、総合評価点を記載し

た。また、要項等において入札価格の予定額、目安が示されている場合は、その数値を記

載した。

④提案審査事項

○審査方法

2 次審査まであるものは、１次提案、2 次提案に分けて記載し、審査項目及び審査基準

等を整理した。

○算定方式（コスト比率）

提案審査において、審査方式を加算方式または除算方式のどちらを採用しているか記載。

また、コスト比率についても調査し、加算方式の場合は入札価格の比率、除算方式の場合

は基礎点の比率を記載した。

○審査員構成

学識経験者、管理者公務員、地元等と審査員の内訳を記載した。

○応募グループ数

2 次審査まであるものは、各段階での応募数、選定事業者数を記載した。

○選定事業者

事業者名及び、選定事業者（グループ）の構成、事業会社資金調達等について記載した。

⑤契約事項

原則として、契約書案に示される内容を記載したが、契約書案に記載されていない場合、

または契約書案が未公表の場合は、実施方針及び入札説明書等より判断した。

なお、まだ公募が途中段階にあり、契約書等案が公表されていないため不明な場合は「空

欄」、契約書案等が公表されていても把握できない場合は「不明」とした。

○不可抗力について

・定義

契約書案に明記されている不可抗力についての定義を記載した。

・費用分担に関する記述

不可抗力により追加費用が発生した場合の事業者と公共の負担割合を記載した。

○事業者への支払い項目

公共から事業者へ支払われる項目を記載した。

また、独立採算型のため公共よりの支払いがなく、当該項目が当てはまらない場合は

「N.A.（独立採算のため）」と記載した。

○従量以外の料金変更方法

事業者への支払い項目のうち、利用者数等の量によるもの以外の料金について、支払い

期間中に物価変動及び金利変動による料金の見直しがある場合、その変更方法について記

載した。

また、料金の見直しがない場合は「変更なし」とし、独立採算型のため公共よりの支払

いがなく、当該項目が当てはまらない場合は「N.A.（独立採算のため）」と記載した。
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○金利の確定時期

施設整備の対価等を算定するための金利について、提案時に確定を要しない事業におけ

る金利の確定時期を記載した。事業期間中に金利の見直しを行う場合は、最初の確定時期

とした。なお、金利による見直しがなく、当該項目が当てはまらない場合は「N.A.」と記

載した。

○契約保証金

入札説明書等に明記されている契約保証金について記載した。

○瑕疵担保の担保期間

入札説明書等に明記されている瑕疵担保の担保期間について記載した。




